
正味財産

（単位　：　円）

科　　　　目 H２９決算 H２８決算 増　減 摘　　要
Ⅰ．一般正味財産の部
　１．経常増減の部
　　（１）経常収益
　　　　①基本財産運用益 455 1,130 △ 675
　　　　　　　基本財産運用益 455 1,130 △ 675 基本財産にかかる利息
　　　　②特定資産運用益 209 564 △ 355
　　　　　　　特定資産運用益 209 564 △ 355 特定資産にかかる利息
　　　　③受取会費 4,129,000 4,215,000 △ 86,000
　　　　　　　正会員受取会費 4,129,000 4,215,000 △ 86,000 単位会からの会費
　　　　　　　部会受取会費 0
　　　　④事業収益 5,078,205 4,245,371 832,834
　　　　　　　助成金運営事業収益 2,000,000 2,000,000 0 全法連より事務委託費
　　　　　　　部会事業収益 1,840,000 1,008,500 831,500
　　　　　　　会員親睦事業収益 1,039,000 1,057,000 △ 18,000 総会・理事会・役職員研修会・合同委員会収益
　　　　　　　福利厚生事業収益 199,205 179,871 19,334 三井住友取引信用保証手数料
　　　　　　　その他事業収益 0 0 0
　　　　⑤受取補助金等 27,930,000 28,611,000 △ 681,000
　　　　　　　受取県連分全法連助成金 24,859,400 24,303,400 556,000 全法連より県連助成金Ｂ、税を考える週間助成金　等
　　　　　　　受取単位会分全法連助成金 3,070,600 4,307,600 △ 1,237,000 単位会助成金Ａ激変緩和補填
　　　　⑥受取負担金 1,000,000 900,000 100,000
　　　　　　　受取部会負担金 400,000 400,000 0 県青連・県女連会費
　　　　　　　受取負担金 600,000 500,000 100,000 東北六県連より事務負担金
　　　　⑦雑収益 1,490,129 1,280,239 209,890
　　　　　　　雑収益 1,490,129 1,280,239 209,890 普通預金利息・ご祝儀

　　　　　　経常収益計 39,627,998 39,253,304 374,694
　　（２）経常費用
　　　　①事業費　 29,184,909 30,939,838 △ 1,754,929
           直接事業費 17,340,424 18,136,604 △ 796,180
　　　　　　　(税に関する助成事業) 1,102,467 2,973,166 △ 1,870,699 税に関する事業費用
　　　　　　　(公益事業支援に関する事業) 8,008,906 9,946,690 △ 1,937,784 公益事業支援に関する事業費用
　　　　　　　（助成金事業） 0 0 0 助成金に関する事業
　　　　　　　(福利厚生に関する事業) 0 0 0 福利厚生に関する事業費用
　　　　　　　(会員支援に関する事業) 8,229,051 5,216,748 3,012,303 会員支援に関する事業費用
　　　　　　間接事業費 11,844,485 12,803,234 △ 958,749
　　　　　　　給与手当 6,071,850 6,011,720 60,130 管理費より事業割75％
　　　　　　　臨時雇賃金 657,863 573,170 84,693 管理費より事業割75％
　　　　　　　福利厚生費 830,168 1,140,199 △ 310,031 管理費より事業割75％
　　　　　　　退職給付費用 207,000 234,000 △ 27,000 管理費より事業割75％
　　　　　　　旅費交通費 499,212 1,583,798 △ 1,084,586 管理費より事業割75％
　　　　　　　通信運搬費 202,816 180,360 22,456 管理費より事業割75％
　　　　　　　消耗品費 256,845 196,560 60,285 管理費より事業割75％
　　　　　　　印刷製本費 610,542 415,293 195,249 管理費より事業割75％
　　　　　　　水道光熱費 174,852 123,684 51,168 管理費より事業割75％
　　　　　　　賃借料 1,295,820 1,123,044 172,776 管理費より事業割75％
　　　　　　　租税公課 16,332 0 16,332 管理費より事業割75％
　　　　　　　新聞・図書費 69,546 60,779 8,767 管理費より事業割75％
　　　　　　　保険料 33,732 28,207 5,525 管理費より事業割75％
　　　　　　　リース料 272,232 229,656 42,576 管理費より事業割75％
　　　　　　　事務所管理費 558,831 492,771 66,060 管理費より事業割75％
　　　　　　　減価償却費 86,844 81,642 5,202 管理費より事業割75％
　　　　　　　会場費 0 230,108 △ 230,108
　　　　　　　支払負担金 0 98,243 △ 98,243
　　　　②管理費 6,575,627 8,581,540 △ 2,005,913 配布率25％
　　　　　　　給与手当 2,023,950 3,237,080 △ 1,213,130
　　　　　　　臨時雇賃金 219,287 308,630 △ 89,343
　　　　　　　福利厚生費 276,722 613,953 △ 337,231 法定福利・通勤費・大型保障掛金
　　　　　　　退職給付費用 69,000 126,000 △ 57,000 中退金掛金
　　　　　　　旅費交通費 991,524 852,814 138,710 上部団体・地区会会議出張旅費
　　　　　　　通信運搬費 104,341 97,116 7,225 ネット使用・電話FAX使用・郵券・宅配
　　　　　　　消耗品費 98,368 105,839 △ 7,471 事務用品・コピー用紙
　　　　　　　印刷製本費 203,513 223,618 △ 20,105 コピー機カウンター・封筒・名刺・会議資料
　　　　　　　水道光熱費 58,283 66,599 △ 8,316 電気代
　　　　　　　賃借料(借室料） 431,940 604,716 △ 172,776 借室・倉庫・駐車場
　　　　　　　租税公課 5,443 0 5,443 自動車税等
　　　　　　　保険料 11,243 15,188 △ 3,945 自動車保険・事務所家財保険等
　　　　　　　リース料 90,744 123,660 △ 32,916 印刷機・複合機・電話機・ダスキン
　　　　　　　事務所管理費 186,276 265,337 △ 79,061 共益費・カーペット清掃・ごみ袋
　　　　　　　支払手数料 218,952 139,212 79,740 税理士報酬・会計顧問・各種支払手数料
　　　　　　　新聞・図書費 23,182 32,727 △ 9,545 新聞・参考図書　等
　　　　　　　会議費 164,767 157,119 7,648 総会・理事会・監査会・総務委員会
　　　　　　　委託費 69,660 69,660 0 HPサーバー年間保守費用
　　　　　　　減価償却費 28,947 43,960 △ 15,013
　　　　　　　支払負担金 73,886 52,899 20,987 各種会費(※)・負担金・登録料
　　　　　　　会場費 403,442 123,903 279,539 会場使用料
　　　　　　　諸会費 280,040 200,000 80,040 （※）各種会費　等
　　　　　　　渉外慶弔費 261,127 428,590 △ 167,463 地区会ご祝儀・祝電・香典・弔電
　　　　　　　支払寄付金 0 100,000 △ 100,000 寄付金等
　　　　　　　表彰費(役員・功労) 280,990 592,920 △ 311,930 会員増強褒賞金・県連会長表彰
　　　　　　経常費用計 35,760,536 39,521,378 △ 3,760,842
　　　　　　　当期経常増減額 3,867,462 △ 268,074 4,135,536
　２．経常外増減の部
　　（１）経常外収益
　　　　　　経常外収益計 0 0 0
　　（２）経常外費用
　　　　①法人税等支出額 72,000 72,000 0 法人税・法人住民税・法人事業税の引当金繰入額
　　　　　　経常外費用計 72,000 72,000 0
　　　　　　　当期経常外増減額 △ 72,000 △ 72,000
　　　　　　　当期一般正味財産増減額 3,795,462 △ 340,074
　　　　　　　一般正味財産期首残高 19,668,952 20,009,026 △ 340,074
　　　　　　　一般正味財産期末残高 23,464,414 19,668,952 3,795,462
Ⅱ．指定正味財産の部 0 0 0
　　　　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0
　　　　　　　指定正味財産期首残高 0 0 0
　　　　　　　指定正味財産期末残高 0 0 0
Ⅲ．正味財産期末残高 23,464,414 19,668,952 3,795,462

一般社団法人　宮城県法人会連合会

平成29年度　正味財産増減計算書
　　　平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで　　　　

［注］ 平成20年公益会計基準に準拠して作成している。


